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1. 背景と目的 

平成 30 年 6 月 18 日午前 7 時 58 分, 大阪府北部を震源と

する地震 (M6.1, 34. 843°N, 35. 622°E) が発生した. この地

震によって多くのエレベーターの運転停止と閉じ込めの被

害が発生した. エレベーターの保守台数の分析や, 地震動

と運転停止及び閉じ込めの関連に着目して, 今後発生する

大地震の被害の詳細な予測につながる研究の基礎データの

一つとなることを目的とする.  

2. エレベーターの現状 

2.1 地震に対するエレベーターの設備 

平成 21 年 9 月の建築基準法施行令の改正により, エレベ

ーターに戸開走行保護装置, P 波センサー, 予備電源の設置

が義務付けられた. P 波センサーは地震発生時に加速度を検

知しエレベーターのかごを最寄り階に停止させる地震時管

制運転装置のセンサーである. P 波センサーの無いものは, S

波を検知し, 地震時管制運転に移行する. 地震時管制運転

装置の無いエレベーターも未だ多数存在する.  

戸開走行保護装置とは乗場戸又はかご戸が開いている状

態では昇降機能を停止させる装置である.これは, 地震に対

してのものではなく, 平成 18 年に発生したシンドラー社製

エレベーターの戸開走行による死亡事故によるものである.  

2.2 保守台数及び新規設置, リニューアル台数から各仕様

のエレベーター台数について 

表１に現状のエレベーターの保守台数を示す 1) . 乗用  

(荷物用, 自動車用, ホームエレベーターを除いた) につい

ての地震時管制運転の有無の台数は, 総台数での保守台数

と地震時管制運転の比を用いて概算した. 表2の数値は, 国

土交通省によると現行基準適合 (ここでは戸開走行保護装

置の有無は問わない) が約 3割, 既存不適格 (地震時管制運

転装置無を除く) が約 4 割であるので, これをもとに概算

した. 表 3 に 2013 年度から 2018 年度までの新規設置及び

リニューアル (完全撤去新設及び準撤去新設) 台数を示す. 

乗用について, 保守台数が約 620,000 台であり, 現行基準適

合のエレベーターは約 200,000 台である. 年間に新規設置, 

リニューアルされるものが約 22,000 台であるので現状の台

数では現行基準適合の増加には時間がかかると考えられる. 

また, 地震時管制運転無しのエレベーターは, 地震時に大

きな加速度を検知しても運転を継続するため, 故障などに

よって重大な被害に繋がらないように, 早急に設備の変更

が求められる.  

表 1 現状の保守台数 (台)  

表 2 地震時管制運転

有の仕様別台数 (台)  

 
 

表 3 年度別新規設置, リニューアル台数 (台)  

 

3. エレベーターと地震 

3.1 地震時のエレベーターの挙動と基準となる加速度 

地震時管制運転装置の設置されているエレベーターが地

震動を検知した時, 図1のように運転を停止させる. その際

の基準となる加速度は表42) となっている. 低加速度の基準

のみを検知した場合, 自動復旧機能があるものは保守会社

による点検行わず自動で点検をし, 異常がない場合運転を

再開する. 自動復旧機能がないものは保守会社による点検

を行うまで運転を再開しない. 高加速度の基準を検知した

場合, 運転停止又は閉じ込めが発生する. 高加速度の基準

は運行限界耐力評価の値である. この値を超えた場合, 以

後の運転に支障をきたす恐れがあるので, 運転を停止し自

動復旧機能が備わっていても, 保守会社による点検が行わ

れるまで運転を再開しないこととされている. 着床前に高

加速度を検知した場合は閉じ込めとなる.  

 

図 1 地震時管制運転のフロー図 

表 4 地震時管制運転の基準となる加速度 (単位:cm/s2)  

 

3.2 大阪府北部を震源とする地震の被害と加速度波形 

近畿地方を中心に 2 府 9 県で 63,338 台の運転停止と 2 府

3 県で 346 台の閉じ込めが発生した 3) . これらの都道府県ご

との発生台数を表 5, 表 6 に示す 3). 閉じ込めの発生原因を

表 73)に示す. 原因の多くを占めるのが乗場戸スイッチ又は

かご戸スイッチの一時的な開路及び大きな加速度の検知で

ある. 前者は戸開走行保護装置の誤作動によるものとされ

ていて, 後者は図 1 の S 波 (高加速度) の検知にあたる. 閉

じ込めが起こったエレベーターのうち現行基準適合の割合

が多かったことから, この地震は内陸の地震で震源からの

距離が短いことで P 波検知から S 波検知までの時間が十分

に確保できなかったと考えられる.  

図 2 は大阪市の地動加速度波形である. P 波検知から高加

速度基準の S 波検知までの時間は 3.27 秒で, 特低加速度基

準の S 波検知から高加速度基準の S 波検知までの時間は
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2.71 秒である. これらの差は 0.56 秒であり, P 波センサーが

十分に効果を発揮しなかったといえる. 震源から近い地域

では, 現行基準適合と既存不適格のエレベーターに加速度

による閉じ込めの危険性に大きな差はないと考えられる.  

図 3 は堺市の地動加速度波形である. P 波検知から高加速

度基準の S 波検知までの時間は 5.30 秒で, 特低加速度基準

の S 波検知から高加速度基準の S 波検知までの時間は 0.24

秒である. その差は 5.06 秒であり, P 波センサーの効果が発

揮されたと考えられる.  

戸開走行保護装置の戸の開放を検知する機器が誤作動し

たため運転が停止し閉じ込めが起こっている. 2009 年以降

に設置されたエレベーターには戸開走行保護装置が設置さ

れているので, 現行基準適合のエレベーターで閉じ込めが

発生した割合が大きいと考えられる.  

地震時管制運転装置の無いエレベーターは, 大きな加速

度を検知しても運転を継続するので, 閉じ込めが発生した

割合が小さいと考えられる.  

表 5 運転停止発生台数 表 7 閉じ込め発生原因 

 

 

表 6 閉じ込め発生台数 

 
 

図 2 大阪市の地動加速度 東西方向 

 

 

図 3 堺市の地動加速度 東西方向 

3.3 千葉県北西部を震源とする地震の被害と加速度波形 

 平成 21年 9月の建築基準法施行令の改正の切っ掛けとな

った地震であり, 首都圏を中心に約 64,000 台の運転停止及

び 78 台の閉じ込めが発生した 4) . その詳細を表 8 に示す. 

現在に比べエレベーターの耐震性の基準が低いことや P 波

センサーが義務付けられていなかったことから多くの運転

停止が発生したと考えられる. P 波センサーの設置されてい

ない場合の水平方向の加速度 30 cm/s2と 100 cm/s2 の検知時

間の差について検討する. 図 3 の川崎市での地動加速度波

形に見られるように, P 波センサーがない場合, 検知時間の

差は 0.62 秒と非常に小さな値となっている. P 波センサー

がある場合は, 検知時間の差は 9.72 秒と最寄り階停止まで

の時間は十分に確保できる. このような加速度波形の場合, 

P 波センサーによって閉じ込め発生は軽減できると考えら

れる.  

地震に対するエレベーター設備の対策は閉じ込め発生の

防止に効果があると考えられるが, 戸開走行保護装置等の

安全装置など, 地震以外に対する設備によって閉じ込めが

発生していると考えられる. 地震動との関係について今後

の研究で明らかにしていきたい.  

表 8 運転停止及び閉じ込め発生台数 4)  

 

 

図 4 川崎市の地動加速度 東西方向 

4. まとめ 

  年間の新規設置台数から, 現行基準が改正されたとして

も対応するエレベーターの増加は緩やかであり, 当面は既

存不適格となるエレベーターの利用が続く. 大阪府北部の

地震では現行基準適合の閉じ込め発生割合が大きかったが, 

P 波センサーの設置は一定の効果を発揮したと考えられる. 

今後の研究によって地盤や建物の特性を考慮した被害想定

をして閉じ込めの救出やエレベーターの復旧に早急に対応

できる状況を作る必要がある. 現状大きな加速度の検知を

除く閉じ込めの原因に関しては詳細な分析が発表されてお

らず, 今後も同様の被害が起こると推測される. 原因究明

に際し, エレベーターメーカーと建設業の双方が情報を共

有し地震動による影響を考慮した装置の開発が求められる.  
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